○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（抄）

（平成十七年十一月七日法律第百二十三号）
第八章　審査請求 
（審査請求） 

第九十七条 　市町村の介護給付費等又は地域相談支援給付費等に係る処分に不服がある障害者又は障害児の保護者は、都道府県知事に対して審査請求をすることができる。 

２ 　前項の審査請求は、時効の中断に関しては、裁判上の請求とみなす。 

（不服審査会） 

第九十八条 　都道府県知事は、条例で定めるところにより、前条第一項の審査請求の事件を取り扱わせるため、障害者介護給付費等不服審査会（以下「不服審査会」という。）を置くことができる。 

２ 　不服審査会の委員の定数は、政令で定める基準に従い、条例で定める員数とする。 

３ 　委員は、人格が高潔であって、介護給付費等又は地域相談支援給付費等に関する処分の審理に関し公正かつ中立な判断をすることができ、かつ、障害者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者のうちから、都道府県知事が任命する。 

（委員の任期） 

第九十九条 　委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 　委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第百条 　不服審査会に、委員のうちから委員が選挙する会長一人を置く。 

２ 　会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された者が、その職務を代行する。 

（審査請求の期間及び方式） 

第百一条 　審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して六十日以内に、文書又は口頭でしなければならない。ただし、正当な理由により、この期間内に審査請求をすることができなかったことを疎明したときは、この限りでない。 

（市町村に対する通知） 

第百二条 　都道府県知事は、審査請求を受理したときは、原処分をした市町村及びその他の利害関係人に通知しなければならない。 

（審理のための処分） 

第百三条 　都道府県知事は、審理を行うため必要があると認めるときは、審査請求人若しくは関係人に対して報告若しくは意見を求め、その出頭を命じて審問し、又は医師その他都道府県知事の指定する者（次項において「医師等」という。）に診断その他の調査をさせることができる。 

２ 　都道府県は、前項の規定により出頭した関係人又は診断その他の調査をした医師等に対し、政令で定めるところにより、旅費、日当及び宿泊料又は報酬を支給しなければならない。 

（政令等への委任） 

第百四条 　この章及び行政不服審査法に定めるもののほか、審査請求の手続に関し必要な事項は政令で、不服審査会に関し必要な事項は当該不服審査会を設置した都道府県の条例で定める。 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（抄）
　（平成十八年一月二十五日政令第十号）
第五章　審査請求 
（不服審査会の委員の定数の基準） 

第四十六条 　法第九十八条第一項に規定する不服審査会（以下「不服審査会」という。）の委員の定数に係る同条第二項に規定する政令で定める基準は、不服審査会の介護給付費等又は地域相談支援給付費等（法第五十一条の五第一項に規定する地域相談支援給付費等をいう。）に係る処分に関する審査請求の事件の件数その他の事情を勘案して、各都道府県が必要と認める数の第四十八条第一項に規定する合議体を不服審査会に設置することができる数であることとする。 

（会議） 

第四十七条 　不服審査会は、会長が招集する。 

２ 　不服審査会は、会長及び過半数の委員の出席がなければ、これを開き、議決をすることができない。 

３ 　不服審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（合議体） 

第四十八条 　不服審査会は、委員のうちから不服審査会が指名する者をもって構成する合議体（以下この条において「合議体」という。）で、審査請求の事件を取り扱う。 

２ 　合議体のうち、会長がその構成に加わるものにあっては、会長が長となり、その他のものにあっては、不服審査会の指名する委員が長となる。 

３ 　合議体を構成する委員の定数は、五人を標準として都道府県が定める数とする。 

４ 　合議体は、これを構成する委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

５ 　合議体の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、長の決するところによる。 

６ 　不服審査会において別段の定めをした場合のほかは、合議体の議決をもって不服審査会の議決とする。 

（市町村等に対する通知） 

第四十九条 　法第百二条の規定による通知は、審査請求書の副本若しくは写し又は行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）第十七条第二項に規定する審査請求録取書の写しを送付することにより行わなければならない。 

（関係人に対する旅費等） 

第五十条 　都道府県が法第百三条第二項の規定により支給すべき旅費、日当及び宿泊料については、地方自治法第二百七条の規定に基づく条例による実費弁償の例によるものとし、報酬については、条例の定めるところによる。 

○児童福祉法（抄）
（昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号）
第六章　審査請求 
第五十六条の五の五 　市町村の障害児通所給付費又は特例障害児通所給付費に係る処分に不服がある障害児の保護者は、都道府県知事に対して審査請求をすることができる。 

２ 　前項の審査請求については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八章 （第九十七条第一項を除く。）の規定を準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

○児童福祉法施行令（抄）
（昭和二十三年三月三十一日政令第七十四号）
第六章　審査請求 
第四十四条の三 　法第五十六条の五の五第二項の規定による技術的読替えは、次の表のとおりとする。

	法の規定中読み替える規定
	読み替えられる字句
	読み替える字句

	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第九十七条第二項
	前項
	児童福祉法第五十六条の五の五第一項

	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第九十八条第一項
	前条第一項
	児童福祉法第五十六条の五の五第一項

	
	障害者介護給付費等不服審査会
	障害児通所給付費等不服審査会

	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第九十八条第三項
	介護給付費等又は地域相談支援給付費等
	障害児通所給付費又は特例障害児通所給付費

	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第百五条
	第九十七条第一項
	児童福祉法第五十六条の五の五第一項


第四十四条の四 　障害児通所給付費等不服審査会（以下「不服審査会」という。）の委員の定数に係る法第五十六条の五の五第二項において準用する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第九十八条第二項に規定する政令で定める基準は、不服審査会の障害児通所給付費又は特例障害児通所給付費に係る処分に関する審査請求の事件の件数その他の事情を勘案して、各都道府県が必要と認める数の第四十四条の六第一項に規定する合議体を不服審査会に設置することができる数であることとする。 

第四十四条の五 　不服審査会は、会長が招集する。 

２ 　不服審査会は、会長及び過半数の委員の出席がなければ、これを開き、議決をすることができない。 

３ 　不服審査会の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 
第四十四条の六 　不服審査会は、委員のうちから不服審査会が指名する者をもつて構成する合議体（以下この条において「合議体」という。）で、審査請求の事件を取り扱う。 

２ 　合議体のうち、会長がその構成に加わるものにあつては、会長が長となり、その他のものにあつては、不服審査会の指名する委員が長となる。 

３ 　合議体を構成する委員の定数は、五人を標準として都道府県が定める数とする。 

４ 　合議体は、これを構成する委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

５ 　合議体の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、長の決するところによる。 

６ 　不服審査会において別段の定めをした場合のほかは、合議体の議決をもつて不服審査会の議決とする。 

第四十四条の七 　法第五十六条の五の五第二項において準用する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第百二条 の規定による通知は、審査請求書の副本若しくは写し又は行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）第十七条第二項に規定する審査請求録取書の写しを送付することにより行わなければならない。 

第四十四条の八 　都道府県が法第五十六条の五の五第二項において準用する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第百三条第二項の規定により支給すべき旅費、日当及び宿泊料については、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百七条の規定に基づく条例による実費弁償の例によるものとし、報酬については、条例の定めるところによる。 

○大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例
平成十八年三月二十八日　大阪府条例第三号

 (趣旨)

第一条　この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成十七年法律第百二十三号。以下「法」という。)第九十八条第一項及び第二項並びに第百四条(児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第五十六条の五の五第二項においてこれらの規定を読み替えて準用する場合を含む。)並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令(平成十八年政令第十号。以下「令」という。)第五十条及び児童福祉法施行令(昭和二十三年政令第七十四号)第四十四条の八の規定に基づき、法第九十八条第一項に規定する障害者介護給付費等不服審査会及び児童福祉法第五十六条の五の五第二項において読み替えて準用する法第九十八条第一項に規定する障害児通所給付費等不服審査会として設置する大阪府障害者介護給付費等不服審査会(以下「不服審査会」という。)の設置及び組織並びに法第百三条第一項(児童福祉法第五十六条の五の五第二項において準用する場合を含む。以下同じ。)の規定により診断その他の調査をした法第百三条第一項に規定する医師等の同条第二項(児童福祉法第五十六条の五の五第二項において準用する場合を含む。)の報酬(以下「医師等の報酬」という。)の額及びその支給方法その他不服審査会に関し必要な事項を定めるものとする。

 (設置)

第二条　知事は、法第九十七条第一項及び児童福祉法第五十六条の五の五第一項の審査請求の事件を取り扱わせるため、不服審査会を置く。

2　知事は、法第九十七条第一項又は児童福祉法第五十六条の五の五第一項の審査請求があったときは、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、不服審査会に当該審査請求について審査を求めなければならない。

一　審査請求が明らかに不適法であり、却下する場合

二　前号に掲げるもののほか、知事が障害者等の保健又は福祉に係る専門的な審査を要しないと認める場合

 (委員の定数等)

第三条　不服審査会の委員の定数は、三十人以内とする。

2　令第四十八条第一項及び児童福祉法施行令第四十四条の六第一項に規定する合議体を構成する委員の定数は、五人とする。

 (報酬)

第四条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とする。

2　前項の報酬は、出席日数に応じて、その都度支給する。

3　委員のうち府の経済に属する常勤の職員である者に対しては、報酬を支給しない。

 (費用弁償)

第五条　委員の費用弁償の額は、職員の旅費に関する条例(昭和四十年大阪府条例第三十七号)による指定職等の職務にある者以外の者の額相当額とする。

2　前項の費用弁償の支給についての路程は、住所地の市町村から起算する。

3　前二項の規定にかかわらず、委員のうち府の経済に属する常勤の職員である者の費用弁償の額は、その者が当該職員として公務のため旅行した場合に支給される旅費相当額とする。

 (支給方法)

第六条　委員の報酬及び費用弁償の支給方法に関し、この条例に定めがない事項については、常勤の職員の例による。

 (医師等の報酬)

第七条　医師等の報酬の額は、技術の難易及び手数を勘案して知事が定める額とする。

2　第四条第三項の規定は、医師等の報酬を支給する場合について準用する。

3　前項に規定するもののほか、医師等の報酬の支給方法に関し、必要な事項は、知事が定める。

(委任)

第八条　この条例に定めるもののほか、不服審査会に関し必要な事項は、知事が定める。

附　則

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。

附　則

この条例は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則

この条例は、平成二十年八月一日から施行する。

附　則
この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。

附　則
この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。

大阪府障がい者介護給付費等不服審査会要綱
（趣旨）
第一条　この要綱は、大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例（平成十八年大阪府条例第三号。以下「条例」という。）第八条の規定に基づき、大阪府障がい者介護給付費等不服審査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。
（招集の通知）
第二条　会長は、審査会の会議の日より七日前までに会議の招集及び会議に付議すべき事項を委員に通知しなければならない。ただし、急を要する場合は、この限りでない。
（会議録）
第三条　会長は、審査会の会議について次に掲げる事項を記載した会議録を作成しなければならない。
一　審査会の会議の日時及び場所
二　出席した委員の氏名
三　調査審議の内容
（庶務）
第四条　審査会の庶務は、福祉部において行う。
（委任）
第五条　この要綱に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、知事が定める。
附則
この要綱は、平成十八年四月一日から施行する。
附則
この要綱は、平成二十一年四月一日から施行する。
附則
この要綱は、平成二十五年四月一日から施行する。
大阪府障がい者介護給付費等不服審査会運営規程
（趣旨）
第１条　この規定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号。以下「令」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）、行政不服審査法（昭和37年９月15日法律第160号）、大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例（大阪府条例第3号）及び大阪府障がい者介護給付費等不服審査会要綱その他の法令に定めるもののほか、大阪府障がい者介護給付費等不服審査会（以下「不服審査会」という。）の組織及び運営に必要な事項を定めるものとする。
（呼称）
第２条　令第４８条第１項に規定する不服審査会の合議体は、４合議体を組織し、それぞれ、第１合議体から第４合議体と称する。
２　前項の各合議体の委員の構成は、不服審査会において定める。
（合議体の選定）
第３条　会長は、条例第２条第２項による知事からの審査の求めに応じ、その都度、事件の内容等を勘案し、審査する合議体を選定する。
（委員の除斥）
第４条　合議体の委員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、議事及び議決に加わることができない。
　(1)　委員、その配偶者又は三親等内の親族が、当該審査請求の審査請求人又は代理人である場合。

(2)　委員の所属する指定障がい福祉サービス事業者、若しくは、指定障がい者支援施設等又は指定特定相談支援事業者等が、審査請求人に対し、サービスの提供を行っている場合。

　(3)　当該審査請求人に関して、法第16条第２項に規定する市町村審査会の委員として意見を述べ、又は法第20条第２項に規定する認定調査を行った者である場合。

　(4)　その他不服審査会が利害関係を有すると認めた場合。

２　前項に該当する委員が当該審査請求を取り扱う合議体の委員として指名された場合、委員は、会長に申し出るものとする。
（欠席）
第５条　委員が、会議に出席できないときは、開会時刻までに不服審査会の会長、又は、合議体の長に届け出なければならない。
２　欠席委員は、委任によって議事及び議決に加わることができない。
（会議の非公開）
第６条　合議体は原則として非公開とする。ただし、審査請求人等から申し出があり、出席委員の３分の２以上の賛成があったときは、この限りでない。
（議事）
第７条　不服審査会の議事は、会長がつかさどる。
２　合議体の議事は、各合議体の長がつかさどる。
（会議録）
第８条　不服審査会及び合議体を開催し、議事についての会議録を作成したときは、会長又は議長となった委員がこれに署名するものとする。
（医師等への調査依頼）
第９条　法第１０３条の規定に基づく知事が指定する医師等は、調査する案件が生じたときに個別に選任する。
（委任）
第10条　この規程に定めるもののほか、不服審査会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

　附　則
この規程は、平成18年４月１日から施行する。

　附　則
この規程は、平成25年４月１日から施行する。
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